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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
プラズマを用いて試料が処理されるプラズマ処理室と、
前記プラズマを生成するための高周波電力を供給する高周波電源と、
前記試料を静電吸着させるための電極を具備し前記試料が載置される試料台と、
前記電極に直流電圧を印加する直流電源と、
前記プラズマの放電中、予め設定された前記直流電圧を負の方向へ所定の値分シフトさせ
、前記プラズマの放電終了後、前記負の方向へ所定の値分シフトされた前記予め設定され
た直流電圧を正の方向へ前記所定の値分シフトさせる制御装置とを備え、
前記プラズマの放電中、前記予め設定された直流電圧を負の方向へシフトさせるシフト量
は、前記プラズマの放電終了後、前記負の方向へ所定の値分シフトされた前記予め設定さ
れた直流電圧を正の方向へシフトさせた時の前記試料の電位を概ね０Ｖとする値であるこ
とを特徴とするプラズマ処理装置。
【請求項２】
請求項１に記載のプラズマ処理装置において、
前記電極は、前記直流電源により第一の直流電圧が印加される第一の電極と、前記直流電
源により前記第一の直流電圧と極性が異なる第二の直流電圧が印加される第二の電極と、
を具備することを特徴とするプラズマ処理装置。
【請求項３】
請求項１に記載のプラズマ処理装置において、
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前記プラズマの生成および前記プラズマの放電終了を検知する検知手段をさらに備え、
前記検知手段は、前記高周波電源の出力電圧をモニタするセンサー、前記プラズマの発光
をモニタするセンサーまたは前記プラズマからのイオン電流をモニタするセンサーを具備
することを特徴とするプラズマ処理装置。
【請求項４】
プラズマを用いて試料が処理されるプラズマ処理室と、
前記プラズマを生成するための高周波電力を供給する高周波電源と、
前記試料を静電吸着させるための電極を具備し前記試料が載置される試料台と、
前記電極に直流電圧を印加する直流電源と、
前記プラズマの放電中、予め設定された前記直流電圧を負の方向へ所定の値分シフトさせ
、前記プラズマの放電終了後、前記負の方向へ所定の値分シフトされた前記予め設定され
た直流電圧を正の方向へ前記所定の値分シフトさせる制御装置とを備え、
前記プラズマの放電中、前記予め設定された直流電圧を負の方向へシフトさせるシフト量
は、前記プラズマによる浮遊電位に基づいて求められた値であることを特徴とするプラズ
マ処理装置。
【請求項５】
請求項１または請求項２に記載のプラズマ処理装置において、
前記プラズマの放電中、前記予め設定された直流電圧を負の方向へシフトさせるシフト量
は、１５Ｖ以上であることを特徴とするプラズマ処理装置。
【請求項６】
プラズマを用いて試料が処理されるプラズマ処理室と、
前記プラズマを生成するための高周波電力を供給する高周波電源と、
前記試料を静電吸着させるための電極を具備し前記試料が載置される試料台と、
前記電極に直流電圧を印加する直流電源と、
前記プラズマの放電中、予め設定された前記直流電圧を負の方向へ所定の値分シフトさせ
、前記プラズマの放電終了後、前記負の方向へ所定の値分シフトされた前記予め設定され
た直流電圧を正の方向へ前記所定の値分シフトさせる制御装置とを備え、
前記電極は、前記直流電源により第一の直流電圧が印加される第一の電極と、前記直流電
源により前記第一の直流電圧と極性が異なる第二の直流電圧が印加される第二の電極と、
を具備し、
前記制御装置は、前記プラズマが生成される前，前記第一の電極と前記試料の間のインピ
ーダンスと、前記第二の電極と前記試料の間のインピーダンスと、の差により発生した前
記試料の電位が概ね０となるように前記第一の直流電圧と前記第二の直流電圧を制御する
ことを特徴とするプラズマ処理装置。
　　
【請求項７】
プラズマを用いて試料が処理されるプラズマ処理室と、前記プラズマを生成するための高
周波電力を供給する高周波電源と、前記試料を静電吸着させるための電極を具備し前記試
料が載置される試料台と、前記電極に直流電圧を印加する直流電源とを備えるプラズマ処
理装置を用いたプラズマ処理方法において、
前記プラズマの放電中、予め設定された前記直流電圧を負の方向へ所定の値分シフトさせ
、
前記プラズマの放電終了後、前記負の方向へ所定の値分シフトされた前記予め設定された
直流電圧を正の方向へ前記所定の値分シフトさせ、
前記プラズマの放電中、前記予め設定された直流電圧を負の方向へシフトさせるシフト量
は、前記プラズマの放電終了後、前記負の方向へ所定の値分シフトされた前記予め設定さ
れた直流電圧を正の方向へシフトさせた時の前記試料の電位を概ね０Ｖとする値、または
、前記プラズマによる浮遊電位に基づいて求められた値であることを特徴とするプラズマ
処理方法。
【請求項８】
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プラズマを用いて試料が処理されるプラズマ処理室と、前記プラズマを生成するための高
周波電力を供給する高周波電源と、前記試料を静電吸着させるための電極を具備し前記試
料が載置される試料台と、前記電極に直流電圧を印加する直流電源とを備えるプラズマ処
理装置を用いたプラズマ処理方法において、
前記プラズマの放電中、予め設定された前記直流電圧を負の方向へ所定の値分シフトさせ
、
前記プラズマの放電終了後、前記負の方向へ所定の値分シフトされた前記予め設定された
直流電圧を正の方向へ前記所定の値分シフトさせ、
前記電極は、前記直流電源により第一の直流電圧が印加される第一の電極と、前記直流電
源により前記第一の直流電圧と極性が異なる第二の直流電圧が印加される第二の電極と、
を具備し，
前記プラズマが生成される前、前記第一の電極と前記試料の間のインピーダンスと、前記
第二の電極と前記試料の間のインピーダンスと、の差により発生した前記試料の電位が概
ね０となるように前記第一の直流電圧と前記第二の直流電圧を制御することを特徴とする
プラズマ処理方法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
本発明は，半導体装置の製造の技術に関する。特に本発明は，半導体装置の製造に好適な
プラズマ処理装置およびプラズマ処理方法に関する。
【背景技術】
【０００２】
半導体製造におけるプラズマ処理方法の一つにプラズマエッチングがある。プラズマエッ
チングでは，試料基板（ウェハ）を処理室内部の試料台上に載置し，プラズマに曝露させ
る。この際，処理室に導入するガス種や，ウェハに印加する高周波電力など種々の処理条
件を調整することで，ウェハ上の特定の積層膜を選択的に除去し，ウェハ上に微細な回路
パターンを形成する。
【０００３】
　従って，異なる膜の処理を実施する際には，処理対象となる膜に応じて処理条件を切り
替える必要がある。プラズマ処理は，プラズマの状態が安定した状況で行われることが望
ましいため，処理条件の切り替えは，通常，プラズマ放電を中断して行われる。従って，
プラズマエッチングにおいては，プラズマ放電と放電の中断が繰り返されるのが一般的で
ある。
【０００４】
　上記の様なプラズマエッチングにおいて，処理中のウェハずれの防止やウェハ温度調整
の要求などから，通常，ウェハは静電吸着電極などを用いて試料台上に固定される。静電
吸着電極を用いてウェハを試料台上に固定する場合，静電吸着電極の電位に応じて，ウェ
ハ表面に電位が現れる場合がある。ウェハ表面に電位が現れると，真空中で放電が発生し
ウェハ上に形成されたデバイスや配線の破壊を招く可能性があり，ウェハの表面電位は抑
制されることが望ましい。静電吸着電極を用いてウェハを試料台に吸着する際に，ウェハ
表面に現れる電位を抑制する方法として以下が挙げられる。
【０００５】
　特許文献１においては，双極型吸着電極において，各電極部の面積が非対称となってし
まう場合や，仮に両電極部の面積や両電極部の幅を含むパターンルールを同じにしたとし
ても，各電極部からウェハまでの距離が異なる場合，これらの両電極部に対して同じ絶対
値電圧を印加すると，ウェハ吸着面の表面電位は面積の大きい電極や，表面層に近い第一
電極層の電位に偏る傾向があるとする。これに対し，ウェハが静電吸着されるウェハ吸着
面の表面電位を小さくするために第一電極部及び第二電極部に異なる極性の電圧の組を印
加して，これら両電極部の面積の非対称による表面電位のアンバランスを打ち消す技術を
開示している。
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【先行技術文献】
【特許文献】
【０００６】
【特許文献１】国際公開第２００９／０１３８０３号
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００７】
特許文献１において，プラズマ処理に伴うプラズマからの荷電粒子流入によってウェハ表
面に電位が現れることについてなんら考慮が成されていない。プラズマエッチングにおい
ては，処理されるウェハの裏面に高抵抗の膜が存在し，ウェハが他の構造物とほぼ絶縁さ
れているとみなしてよい場合が多々ある。また，静電吸着電極上の誘電体膜に関しても，
その抵抗率が１０１５Ωｃｍ程度の焼結体が用いられる場合もあり，この場合もウェハは
他の構造物とは絶縁されていると見なせる。
【０００８】
　上記のようにウェハが絶縁されている場合には，プラズマから流入した荷電粒子はウェ
ハから移動することができないため，プラズマの消失後もウェハの表面にプラズマの浮遊
電位が残存するおそれがある。プラズマエッチングにおいては前記の通りプラズマの放電
と放電の中断が繰り返されることになるため，プラズマ消失時にウェハ表面に電位が発生
すると，その電位はプラズマ放電を中断して処理の切り替えを行っている間保持されるこ
ととなる。
【０００９】
　上述のようにプラズマ放電の中断中にウェハ表面に電位が現れると，その電位によって
真空処理室内の帯電した塵埃（以下，異物と記載する）がウェハに付着し，歩留まりの悪
化を招く原因となる。
【００１０】
　本発明は，上記プラズマ処理に関して，プラズマによって発生するウェハ表面の電位を
プラズマ放電の中断中に打ち消し，ウェハへの帯電した異物の付着を低減できるプラズマ
処理装置およびプラズマ処理方法を提供する。
【課題を解決するための手段】
【００１１】
　本発明は、プラズマを用いて試料が処理されるプラズマ処理室と、前記プラズマを生成
するための高周波電力を供給する高周波電源と、前記試料を静電吸着させるための電極を
具備し前記試料が載置される試料台と、前記電極に直流電圧を印加する直流電源と、前記
プラズマの放電中、予め設定された前記直流電圧を負の方向へ所定の値分シフトさせ、前
記プラズマの放電終了後、前記負の方向へ所定の値分シフトされた前記予め設定された直
流電圧を正の方向へ前記所定の値分シフトさせる制御装置とを備え、前記プラズマの放電
中、前記予め設定された直流電圧を負の方向へシフトさせるシフト量は、前記プラズマの
放電終了後、前記負の方向へ所定の値分シフトされた前記予め設定された直流電圧を正の
方向へシフトさせた時の前記試料の電位を概ね０Ｖとする値であることを特徴とするプラ
ズマ処理装置である。
【００１２】
　本発明は、プラズマを用いて試料が処理されるプラズマ処理室と、前記プラズマを生成
するための高周波電力を供給する高周波電源と、前記試料を静電吸着させるための電極を
具備し前記試料が載置される試料台と、前記電極に直流電圧を印加する直流電源とを備え
るプラズマ処理装置を用いたプラズマ処理方法において、前記プラズマの放電中、予め設
定された前記直流電圧を負の方向へ所定の値分シフトさせ、前記プラズマの放電終了後、
前記負の方向へ所定の値分シフトされた前記予め設定された直流電圧を正の方向へ前記所
定の値分シフトさせ、前記プラズマの放電中、前記予め設定された直流電圧を負の方向へ
シフトさせるシフト量は、前記プラズマの放電終了後、前記負の方向へ所定の値分シフト
された前記予め設定された直流電圧を正の方向へシフトさせた時の前記試料の電位を概ね
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０Ｖとする値、または、前記プラズマによる浮遊電位に基づいて求められた値であること
を特徴とする。
【発明の効果】
【００１３】
本発明のうち代表的な実施の形態によれば，上記プラズマ処理に関して，プラズマによっ
て発生するウェハ表面の電位をプラズマ放電の中断中に打ち消し，ウェハへの帯電した異
物の付着を低減できる。
【図面の簡単な説明】
【００１４】
【図１】実施例１に係るプラズマ処理装置の要部断面の構成を示す図である。
【図２】可変直流電源，静電吸着電極，誘電体層及びウェハをモデル化した等価回路を示
す図である。
【図３】従来のプラズマ処理装置における処理のタイムチャートである。
【図４】本発明に係る制御を示すフローチャートである。
【図５】実施例１における処理のタイムチャートである。
【図６】実施例１におけるウェハ電位の変化の様子を示すイメージ図である。
【図７】時刻ｔ２を中心とした可変直流電源出力電圧の変化の詳細を示すタイムチャート
である。
【図８】放電中の負方向のシフトがない場合の処理のタイムチャートである。
【図９】ウェハ表面の電位のシフト量とＴａｆｔとの関係を示す図である。
【図１０】浮遊電位のマイクロ波入射電力依存性，浮遊電位の処理圧力依存性及び浮遊電
位のガス種依存性を示す図である。
【図１１】マイクロ波電力の遮断前にウェハ吸着を終了する場合の吸着終了処理のタイム
チャートである。
【図１２】異物のウェハへの到達率におけるウェハ表面電位依存性を示す図である。
【図１３】Ｒｉｎ≠ＲｏｕｔかつＣｉｎ≠Ｃｏｕｔの場合にＶ１＝－Ｖ２とする処理のタ
イムチャートである。
【図１４】実施例２の処理のタイムチャートである。
【図１５】実施例３に係るプラズマ処理装置の要部断面の構成を示す図である。
【発明を実施するための形態】
【００１５】
本発明の実施例１ないし３について以下、順次、説明する。
【実施例１】
【００１６】
図１から図１２を用いて，本発明の実施の形態１のプラズマ処理装置について説明する。
図１は，実施の形態１のプラズマ処理装置の要部断面の構成を示す。図１の実施の形態１
のプラズマ処理装置は，電子サイクロトロン共鳴（Ｅｌｅｃｔｒｏｎ　Ｃｙｃｌｏｔｒｏ
ｎ　Ｒｅｓｏｎａｎｃｅ：ＥＣＲ）型エッチング装置である。以下，電子サイクロトロン
共鳴をＥＣＲと記載する。
【００１７】
　図１のＥＣＲ型エッチング装置であるプラズマ処理装置は，真空処理室である処理室１
０１の内部の，試料の載置台である試料台１０２上に，試料となる半導体基板であるウェ
ハ１０３が載置され，処理室１０１の内部にプラズマを発生させる。プラズマ処理装置は
，プラズマ発生後，試料台１０２の内部に設置された高周波電極１０４に，高周波電源１
０５から電力を供給する。当該電力の供給により，ウェハ１０３の表面には，自己バイア
スと呼ばれる負の電位が発生する。この負の電位によってイオンをウェハ１０３に引き込
むことにより，いわゆる反応性イオンエッチングが起こり，エッチング処理が進行する。
【００１８】
　処理室１０１の内壁基材は，接地された導体が含まれている。本実施例では，上記接地
された導体が含まれる内壁基材は，プラズマに暴露されていてもよい。また，当該導体内
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壁基材は，プラズマ消失後に当該内壁表面が速やかにおおよそ０Ｖとなる程度の薄い誘電
体の膜があってもよい。
【００１９】
　プラズマ処理装置は，プラズマを発生させる機構として，マイクロ波電源１０６，マイ
クロ波発振源１０７およびソレノイドコイル１０８を備える。マイクロ波電源１０６から
の高周波電力によりマイクロ波発振源１０７で発生させたマイクロ波は，導波管１０９を
介して処理室１０１に導入される。マイクロ波は，ソレノイドコイル１０８で発生させた
磁場中でＥＣＲによって電子にエネルギーを与える。その電子が，図示しないガス供給源
から供給されたガスを電離させることによって，プラズマを発生させる。
【００２０】
　上記プラズマ処理を行う間，ウェハ１０３の裏面には，当該ウェハ１０３の温度の調整
のための冷却ガスが供給される。冷却ガスによるウェハ１０３のずれを防ぐために，ウェ
ハ１０３は，極性が異なる電極である双極型の静電吸着電極１１０，１１１によって，試
料台１０２上に吸着される。静電吸着電極１１０，１１１は，同心円状に，一方の電極で
ある静電吸着電極１１０が内側，他方の電極である静電吸着電極１１１が外側に配置され
ている。
【００２１】
　静電吸着電極１１０，１１１とウェハ１０３との間には，誘電体層１１２が存在してい
る。静電吸着電極１１０，１１１とウェハ１０３は，有限の抵抗値と静電容量を持って電
気的に接続される。静電吸着用電極１１０，１１１には，それぞれ，独立した電源である
可変直流電源１１３，１１４が接続される。内側の静電吸着用電極１１０には，一方の可
変直流電源１１３が接続され，外側の静電吸着用電極１１１には，他方の可変直流電源１
１４が接続される。
【００２２】
　静電吸着用電極１１０，１１１には，それぞれの電源により，逆極性の電位が付与され
る。例えば内側の静電吸着電極１１０には，可変直流電源１１３により＋５００Ｖの電位
が付与され，外側の静電吸着電極１１１には，可変直流電源１１４により－５００Ｖの電
位が付与される。また，本実施例でのプラズマ処理装置は，上記可変直流電源１１３，１
１４の出力電圧値を制御するための制御装置１１６および記憶装置１１５を備える。可変
直流電源１１３，１１４は，制御装置１１６と接続され，制御装置１１６から出力電圧値
が制御される。
【００２３】
　まず，静電吸着用電極によるウェハの吸着に伴い発生するウェハ表面の電位について説
明する。図２には，実施の形態１のプラズマ処理装置における，可変直流電源１１３，１
１４，静電吸着電極１１０，１１１，誘電体層１１２，およびウェハ１０３を簡単にモデ
ル化した等価回路を示す。なお，この等価回路では，ウェハ１０３裏面の膜にはある程度
の抵抗値が存在し，ウェハ基材の抵抗はそれに較べて無視できるほど小さいとする。
【００２４】
　図２の等価回路で，Ｖ１は可変直流電源１１３の電圧，Ｖ２は可変直流電源１１４の電
圧である。Ｒ１，Ｒ２は，誘電体層１１２の抵抗であり，Ｃ１，Ｃ２は，誘電体層１１２
の容量である。Ｒ３，Ｒ４は，ウェハ１０３裏面の膜の抵抗値であり，Ｃ３，Ｃ４はウェ
ハ１０３裏面の膜の容量である。Ｒ１，Ｃ１，Ｒ３，Ｃ３は，一方の静電吸着電極１１０
側の抵抗と容量であり，Ｒ２，Ｃ２，Ｒ４，Ｃ４は他方の静電吸着電極１１１側の抵抗と
容量である。
【００２５】
　プラズマ放電が行われていない時の定常状態におけるウェハ１０３の表面の電位である
Ｖｗａｆを式１に示す。式１で，Ｒｉｎは上記Ｒ１とＲ３との合成抵抗値であり，Ｒｏｕ

ｔはＲ２とＲ４との合成抵抗値である。Ｖ１，Ｖ２は，上記可変直流電源１１３，１１４
の出力電圧値を示す。
【００２６】
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【数１】

【００２７】
　Ｖｗａｆは，Ｖ１およびＶ２の関数であるため，可変直流電源の出力電圧を変化させる
ことでウェハの電位を変化させることが出来ることがわかる。また，式１でＲｉｎ＝Ｒｏ

ｕｔの場合，ウェハ１０３の表面の電位は，両電源である可変直流電源１１３，１１４の
出力電圧値であるＶ１，Ｖ２の平均値となる。ウェハ１０３の表面の電位が０Ｖになる可
変直流電源１１３と可変直流電源１１４との出力電圧の比は，式１から，以下の式２とな
る。
【００２８】

【数２】

【００２９】
　従って，Ｒｉｎ＝Ｒｏｕｔの場合，両可変直流電源の出力電圧の絶対値が等しく，かつ
，それぞれ逆の極性の場合にウェハ電位が０Ｖとなる。また，Ｒｉｎ，Ｒｏｕｔ→∞の極
限では，ウェハ表面の電位は以下の式３となる。式３で，Ｃｉｎは，上記Ｃ１とＣ３との
合成抵抗値，Ｃｏｕｔは，Ｃ２とＣ４との合成抵抗値である。
【００３０】

【数３】

【００３１】
　式３でＣｉｎ＝Ｃｏｕｔの場合，ウェハ１０３の表面電位は，両電源の出力電圧の平均
値となる。また，式３よりウェハ１０３の表面の電位が０Ｖになる可変直流電源１１３と
可変直流電源１１４との出力電圧の比は，以下の式４となる。
【００３２】

【数４】

【００３３】
　従って，Ｒｉｎ，Ｒｏｕｔ→∞の極限において，Ｃｉｎ＝Ｃｏｕｔの場合，両可変直流
電源の出力電圧の絶対値が等しく，かつ，それぞれ逆の極性の場合にウェハ電位が０Ｖと
なる。
図２に示す等価回路では，まず，吸着を開始した瞬間には静電容量の式３にて決定する電
位がウェハ表面に発生し，その後，回路の時定数に従ってウェハ表面の電位は抵抗の式１
で記述される電位に移行する。本実施例では，Ｒｉｎ＝ＲｏｕｔかつＣｉｎ＝Ｃｏｕｔの



(8) JP 6518505 B2 2019.5.22

10

20

30

40

50

場合について記載する。
【００３４】
　図３は，従来の実施の形態のプラズマ処理装置におけるプラズマ処理を含む処理の様子
を示すタイムチャートである。この従来の形態のプラズマ処理装置は，処理室１０１の構
成は図１と同様であるが，実施の形態１の制御装置１１６により静電吸着用電極１１０，
１１１への可変直流電源１１３，１１４の出力電圧を制御する機能を持たない構成の場合
である。
【００３５】
　図３（ａ）は，マイクロ波入射パワーを示し，マイクロ波電源１０６からの高周波電力
である。図３（ｂ）は，高周波バイアス入射パワーを示し，高周波電源１０５からの高周
波電極１０４へ供給する高周波電力である。図３（ｃ）は，可変直流電源出力電圧を示す
。
【００３６】
　また，実線の３０１は，内側の静電吸着電極１１０への可変直流電源１１３の出力電圧
を示し，破線の３０２は，外側の静電吸着電極１１１への可変直流電源１１４の出力電圧
を示す。この従来の形態では，当該出力電圧は，可変の制御はされずに一定である。図３
（ｄ）は，ウェハ表面の電位を示す。時刻ｔ１からｔ２の時間Ｔ１は，プラズマ放電中の
時間を示す。時刻ｔ２からｔ３の時間Ｔ２は，プラズマ放電中断中の時間を示す。
【００３７】
　図３の従来の形態での処理の場合，放電終了直後の時刻ｔ２やｔ５において，ウェハ表
面は３１１に示す様にプラズマからの荷電粒子の流入による電位，つまり，プラズマの浮
遊電位分の電位を持つ。この電位は放電中断中Ｔ２の間その値を変えながらも保持される
ことになる。このような電位はウェハに異物を誘引する原因となる。
【００３８】
　図４は，本実施例のプラズマ処理装置におけるプラズマ処理を含む処理のフローチャー
トであり，図５は，処理の様子を示すタイムチャートである。図５（ａ）および図５（ｂ
）は，図３と同様である。図５（ｃ）は，可変直流電源出力電圧を示す。実線の５０１は
，内側の静電吸着電極１１０への可変直流電源１１３の出力電圧を示し，破線の５０２は
，外側の静電吸着電極１１１への可変直流電源１１４の出力電圧を示す。本実施例では，
当該出力電圧は，可変に制御される。図５（ｄ）は，ウェハ表面の電位を示す。また，図
６には処理に伴うウェハの電位変化のイメージ図を示す。以下，図４，５及び６を用いて
本実施例のプラズマ処理装置における処理を説明する。
【００３９】
　本実施例のプラズマ処理装置においては，図４に示すようにまずウェハ１０３が処理室
１０１内に搬入されて試料台１０２上に載置された後，制御装置１１６からの制御に基づ
いて，可変直流電源１１３および可変直流電源１１４は，ウェハ１０３の吸着のための電
圧を出力しウェハを試料台上に吸着する。この際の出力電圧は両可変直流電源に対して同
じ絶対値でそれぞれ異なる極性とすることで，式２および式４を同時に満たし，ウェハ電
位の発生を抑制することができる。プラズマ処理装置は，その後，処理室１０１の内部の
圧力調整等の処理の準備を行う。
【００４０】
　上記準備が終了した後，プラズマ発生のためのマイクロ波電力が印加される。これによ
りプラズマが発生した後，高周波バイアスが印加されて，エッチング処理が行われる。所
望のエッチング処理が終了すると，高周波バイアスの入射パワーが遮断され，その後，マ
イクロ波電力が遮断される。また，可変直流電源の出力電圧に関しては，マイクロ波入射
開始から遮断までの間の適当な時刻において，制御装置１１６によって前記プラズマの浮
遊電位分，負の方向に出力電圧がシフトされる。
【００４１】
　次にマイクロ波電力遮断後，可変直流電源の出力電圧値は制御装置１１６によって前記
プラズマの浮遊電位分，正の方向にシフトされる。その後，全ての処理が終了していない
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場合には，次の処理の準備が開始される。全ての処理が終了している場合には，ウェハの
吸着が解除され，ウェハは処理室から搬出される。
【００４２】
　処理中のウェハの表面電位に関しては，図５（ｄ）に示す様にまず，時刻ｔ０において
静電吸着電極によってウェハが試料台上に吸着されるが，この際，可変直流電源の出力電
圧は式２および式４を満たすため，ウェハ表面の電位は発生しない。イメージ図を図６（
ａ）に示す。ここで，ウェハ表面の電位は図６のそれぞれにおける破線で囲まれた箇所の
総電荷量に対応するものとする。その後，図５中の時刻ｔ１においてマイクロ波の入射に
よってプラズマが生成され，ウェハ表面にはプラズマからの荷電粒子の流入が起こる。図
６（ｂ）に示すように通常，ウェハには電子の方が多く流入することになるため，ウェハ
には浮遊電位とよばれる負の電位が発生する。
【００４３】
　その後，高周波バイアスの印加でウェハ表面にはさらに大きい負の電位が発生する。放
電中の時刻ｔａにおいては可変直流電源出力電圧の負方向シフトがあるが，その際にはウ
ェハ表面電位は変化しない。これは式１のＲｉｎおよびＲｏｕｔが十分大きい場合におい
てはプラズマが発生している場合はプラズマからウェハへの電荷の流入があるため，図２
の等価回路中の静電容量Ｃ１～Ｃ４に電荷がたまることで静電吸着用電極の電位がウェハ
上では遮蔽されるためである。
【００４４】
　イメージとしては，図６（ｃ）に示すように電源の出力電圧の変化に応じてプラズマか
らの荷電粒子の流入があり，その流入によって電極とウェハ全体を含む系では電位の変化
が起こらないイメージである。その後，高周波バイアスの遮断により，マイクロ波電力が
遮断される時刻ｔ２において，ウェハ表面にはプラズマの浮遊電位分の電位が発生してい
ることになる。図６（ｄ）のイメージ図のようにマイクロ波電力の遮断後もウェハと電極
をふくむ全体の系の電位は放電の終了直前と変化無いが，この電位は，放電終了後の時刻
ｔｂにおいて可変直流電源出力電圧の正方向シフトを実施することで打ち消され，図５に
示すようにウェハ表面の電位は放電中断中のＴ２の時間０Ｖとなる。
【００４５】
　図７には放電終了時刻ｔ２を中心とした可変直流電源の出力電圧のタイミングチャート
の詳細を示す。上述した通り，可変直流電源の出力電圧のシフトには放電中の時刻ｔａに
行う負方向へのシフトと放電終了後の時刻ｔｂに行う正方向へのシフトの二種類がある。
図７中のＴｂｅｆは，負方向シフトから放電終了までの時間，Ｔａｆｔは放電終了から正
方向シフトまでの時間，Ｖｓｈｉｆｔは可変直流電源電圧の出力値のシフト量であり，本
発明に係る制御の実施のためにはこれら３つの値を決定する必要がある。なお，本実施例
においては，放電終了はマイクロ波電力の遮断に相当する。まず，Ｔｂｅｆの決定のため
に時刻ｔａにおける負方向へのシフトの意義について説明する。
【００４６】
　図８には放電中の負方向へのシフトがない場合のタイムチャートを示している。図８（
ａ）及び図８（ｂ）は図３（ａ）及び図（ｂ）と同様である。図８（ｃ）の可変直流電源
の出力電圧に関しては，ウェハに発生した浮遊電位を打ち消すため，時刻ｔｂにおいて浮
遊電位分正方向にシフトされる。しかし，このシフトによって両可変直流電源の出力電圧
の平均は０Ｖから浮遊電位分，正側にずれることとなる。このため，ウェハ表面の電位に
関しては図８（ｄ）に示すように時刻ｔｂ直後は０Ｖになるものの，図２に示す等価回路
の時定数に従って放電中断中に次第に電位が発生することになる。
【００４７】
　上記の様な電位の発生を防ぐためには，正方向にシフトをさせた結果の両可変直流電源
の出力電圧の平均値が０Ｖにならなければならない。そこで，静電吸着電極の電位がシフ
トしてもウェハ表面の電位のシフトが起こらない放電中に負方向へシフトを行うことで，
正方向にシフトをさせた結果の両可変直流電源の出力電圧の平均値が０Ｖになるようにす
ることができる。
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【００４８】
　以上の理由から放電中の負方向シフトは必須であるが，そのタイミングは放電中であれ
ば任意のタイミングで構わない。従って，Ｔｂｅｆの要件は，放電時間より短ければよく
，以下の式５となる。
【００４９】
【数５】

【００５０】
　次に時刻ｔｂにおける放電終了後の正シフトに関するＴａｆｔの決定について説明する
。放電終了後の正方向へのシフトを行う時刻ｔｂでは，プラズマの放電が完全に終了して
いることが求められる。これは，上述の通り，処理室内にプラズマが存在している場合，
プラズマからの電荷の流入により静電吸着電極の電位シフトによるウェハ表面の電位のシ
フトが妨げられるためである。処理室内のプラズマは，マイクロ波電力の遮断により消失
するが，マイクロ波電力の遮断後しばらくの間はアフターグロープラズマと呼ばれるプラ
ズマが処理室内に残存することが知られている。従って，Ｔａｆｔの決定のためにはアフ
ターグロープラズマの影響を考慮する必要がある。
【００５１】
　Ｔａｆｔの決定に関して発明者が実施した実験の結果を図９に示す。図９はウェハ表面
の電位のシフト量とＴａｆｔの関係である。Ｔａｆｔが正の場合は，マイクロ波電力遮断
後に可変直流電源の出力電圧の正方向へのシフトが開始されていることを示し，Ｔａｆｔ

が負の場合は，マイクロ波電力遮断前に正方向へのシフトが開始されていることを示す。
【００５２】
　Ｔａｆｔが負の場合は，明らかにウェハ表面の電位のシフトが妨げられているが，Ｔａ

ｆｔが正の場合はその値が０．１ｓｅｃ程度での場合のウェハ表面の電位のシフト量と，
Ｔａｆｔが１ｓｅｃの場合のウェハ表面の電位のシフト量はほぼ変わらない。この結果か
らＴａｆｔは０．１ｓｅｃ以上であればアフターグロープラズマの影響を防ぐのに十分で
あると言える。
【００５３】
　次にＶｓｈｉｆｔの決定について説明する。Ｖｓｈｉｆｔは，プラズマの浮遊電位分の
シフトが必要である。図１０には浮遊電位計測の結果を示している。図１０（ａ）は，浮
遊電位のマイクロ波入射電力依存性を示し，図１０（ｂ）は，浮遊電位の処理圧力依存性
を示し，図１０（ｃ）は，浮遊電位のガス種依存性を示す。浮遊電位のマイクロ波電力依
存性，圧力依存性はそれほど大きくなく，ガス種の依存性についてもアルゴンガスを除い
て大きな依存性は見られない。計測の結果，多くの場合，浮遊電位の絶対値は１２Ｖから
１８Ｖの間に入っているため，Ｖｓｈｉｆｔに関してはマージンを考慮して１５Ｖ±５Ｖ
が妥当であると考えられる。また，発明者が行った実験によれば，ウェハへの異物付着は
ウェハ電位が負の場合には顕著に増加するが，正の場合にはウェハ電位が０Ｖの場合と大
きな差がないとの結果が得られており，このような場合においては，Ｖｓｈｉｆｔは１５
Ｖ以上であればよい。
【００５４】
　上記のように求められたＴｂｅｆ，ＴａｆｔおよびＶｓｈｉｆｔの値は記憶装置１１５
に記憶され，可変直流電源の出力電圧を制御する制御装置１１６による制御に使用される
。上記のように求められたＴｂｅｆ，Ｔａｆｔ，Ｖｓｈｉｆｔに基づいて図７の動作を説
明する。可変直流電源の出力電圧を制御する制御装置１１６は，時刻ｔ０において両可変
直流電源の出力電圧値ＶａおよびＶｂが式２中のＶ１およびＶ２となるように可変直流電
源の出力電圧を制御する。例えば，図５のＶａが＋５００Ｖ，Ｖｂが－５００Ｖとなれば
よい。
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【００５５】
　該制御装置１１６は，時刻ｔ１においてマイクロ波電源１０６から出力開始の信号を検
知し，式５を満たす任意のタイミングｔａにて可変直流電源の出力電圧を負方向にＶｓｈ

ｉｆｔ分シフトさせる。例えば，Ｖｓｈｉｆｔが上記のように１５Ｖであれば，図７のＶ

ｃは４８５Ｖ，Ｖｄは－５１５Ｖとなる。なお，Ｔｂｅｆの決定にあたり，この時点では
式５中の時刻ｔ１は確定していないが，処理時間の予め設定された設定値からＴｂｅｆを
決定することが可能である。
【００５６】
　その後，該制御装置１１６は，時刻ｔ２においてマイクロ波電源１０６から出力遮断の
信号を検知し，Ｔａｆｔに対応する時刻ｔｂにおいて可変直流電源の出力電圧を正方向に
Ｖｓｈｉｆｔ分シフトさせる。例えば，図７の時刻ｔｂは，時刻ｔ２の０．１ｓｅｃ後で
あり，Ｖｅは＋５００Ｖに，Ｖｆは－５００Ｖになる。
【００５７】
　本実施例において，可変直流電源の出力電圧のシフト量は，内側電極，外側電極ともに
同じ値の電圧のシフト量とした。従って，時刻ｔｂにおける正方向のシフトでは，それぞ
れの電源の出力電圧が時刻ｔａにおける負方向のシフトが実施される前の出力電圧に戻る
ようなシフトとなっている。しかし，内側電極および外側電極のシフト量は上述の例に限
定されない。
【００５８】
　例えば，内側電極および外側電極のシフト量は互いに異なる値であっても構わない。図
７において，内側および外側の可変直流電源の出力電圧ＶａとＶｂの平均値が０Ｖ，Ｖｃ

とＶｄの平均値が－１５Ｖ，ＶｅとＶｆの平均値が０Ｖとなるように制御を行う場合，Ｖ

ａが＋５００Ｖ，Ｖｂが－５００Ｖ，Ｖｃが＋４７０Ｖ，Ｖｄが－５００Ｖ，Ｖｅが＋５
００Ｖ，Ｖｆが－５００Ｖとなるような一連の変化をさせてもよい。ただし，上記のよう
に両電極の出力電圧の差が変化するようなシフトをさせる場合には吸着力が変化する可能
性があるため，吸着力を考慮する必要である。
【００５９】
　また，例えば，時刻ｔａにおける負方向シフトの値と時刻ｔｂにおける正方向シフトの
値がそれぞれ異なっても構わない。前記の通り浮遊電位にはある程度のばらつきが存在す
る。また，ウェハ電位が正極性の場合には負極性の場合と異なりウェハ電位０Ｖの場合と
くらべても異物の増加が見られなかったことから，ウェハ電位が若干正極性側にシフトす
るように時刻ｔｂにおいて可変直流電源の出力電圧値を設定することもあり得る。例えば
図７において，内側および外側の可変直流電源の出力電圧ＶａとＶｂの平均値が０Ｖ，Ｖ

ｃとＶｄの平均値が－１５Ｖ，ＶｅとＶｆの平均値が＋５Ｖとなるように制御を行う場合
，Ｖａが＋５００Ｖ，Ｖｂが－５００Ｖ，Ｖｃが＋４８５Ｖ，Ｖｄが－５１５Ｖ，Ｖｅが
＋５０５Ｖ，Ｖｆが－４９５Ｖとなるような一連の変化をさせてもよい。また一度内側お
よび外側の可変直流電源の出力電圧の平均値を０Ｖからずらした後，それを元に戻すよう
にシフトを行ってもよい。例えば図７において，内側および外側の可変直流電源の出力電
圧ＶａとＶｂの平均値が＋５Ｖ，ＶｃとＶｄの平均値が－１５Ｖ，ＶｅとＶｆの平均値が
０Ｖとなるように制御を行う場合，Ｖａが＋５０５Ｖ，Ｖｂが－４９５Ｖ，Ｖｃが＋４８
５Ｖ，Ｖｄが－５１５Ｖ，Ｖｅが＋５００Ｖ，Ｖｆが－５００Ｖとなるような一連の変化
をさせてもよい。
【００６０】
　また，最終の放電処理の終了後には，ウェハの残留吸着の発生を防ぐためにマイクロ波
電力の遮断より前にウェハの吸着を終了するケースも存在する。上記のケースのウェハ吸
着終了時の処理のタイムチャートを図１１に示す。本ケースにおいては時刻ｔ５にてマイ
クロ波電力が遮断されるが，それよりＴｂｅｆ前のｔｃにおいて内側および外側の可変直
流電源の出力電圧はＶｓｈｉｆｔ分負の値に設定される。ｔ５においてマイクロ波電力を
遮断したＴａｆｔ後，時刻ｔｄにおいて内側および外側の可変直流電源の出力電圧は，Ｖ

ｓｈｉｆｔ分正方向にシフトされ０Ｖに設定される。以上の吸着終了シーケンスを用いる
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ことにより，ウェハの表面電位は図１１（ｄ）に示されるようにマイクロ波電力の遮断後
，速やかに０Ｖとなり，その結果，異物のウェハへの誘引を防ぐことができる。
【００６１】
　以上，制御装置１１６による可変直流電源の出力電圧制御を実施することにより，プラ
ズマによって発生したウェハ表面の電位を放電中断中に打ち消すことが可能となる。なお
，プラズマ処理装置は，ユーザの操作に基づいて記憶装置１１５に上記制御の出力電圧値
を自由に設定するためのユーザインタフェースを備えてもよい。
【００６２】
　例えば，プラズマ処理装置は，ディスプレイと入力装置と入力装置から入力された設定
条件をディスプレイに表示し，かつ，記憶装置に設定値を読み込むソフトウェアを備えて
いてもよく，ユーザが入力装置およびディスプレイを用いて記憶装置１１５に本発明に係
る制御のための出力電圧値を自由に設定できるような構成であってもよい。
【００６３】
　プラズマ放電中断中にウェハ表面の電位を０Ｖにすることによる異物の付着抑制効果を
計算にて見積もった。その結果を図１２に示す。図１２の横軸はウェハ表面の電位であり
，縦軸は，処理室内壁面から処理室中に飛び出した異物のウェハへの到達率である。また
，計算は以下の条件で実施した。
【００６４】
　処理室１０１の内部の圧力は０．６Ｐａとし，チャンバ内には平均して３ｍ／ｓの処理
室上部から排気口へ向かう希薄流体の流れがあるとした。異物の粒径については，１０ｎ
ｍ，２０ｎｍ，５０ｎｍの三種類の粒径で計算を実施した。異物の帯電は，－１．６ｘ１
０－１９［Ｃ］とした。到達率は，１回の計算あたり１０００個の粒子の挙動を計算し，
そのうちウェハに到達するものの数をカウントすることで算出した。これらの異物は真空
処理室の内壁面の，ウェハより上部のとある区間から発生するとし，それぞれの異物の発
生場所は前記区間内でランダムに決定した。また，異物が壁面から発生する際の初速度に
ついては５ｍ／ｓ以下の値をそれぞれの異物に対してランダムにあたえることとした。
【００６５】
　上記の条件で計算を行った結果，５０ｎｍ以上の大きな異物に関しては，浮遊電位程度
の比較的小さな電位では異物のウェハへの到達率は増加しないが，２０ｎｍや１０ｎｍと
いった小さな異物に関しては，浮遊電位程度の電位をウェハがもつことにより，帯電した
異物がウェハに引き寄せられ到達しうることが分かった。特に１０ｎｍの異物に関しては
，１０Ｖ程度の電位でそのほとんどがウェハに到達するようになることから，本発明によ
りプラズマ放電の中断中にプラズマによって発生するウェハ表面の電位を打ち消すことに
より微小な異物がウェハに付着することを防ぐことができると考えられる。
【００６６】
　本実施例では図２の等価回路においてＲｉｎ＝ＲｏｕｔかつＣｉｎ＝Ｃｏｕｔの場合の
例について記載した。Ｒｉｎ＝ＲｏｕｔかつＣｉｎ＝Ｃｏｕｔの場合，ウェハの電位は内
側および外側の可変直流電源の出力電圧の平均値となるため，Ｖ１＝－Ｖ２とすれば，ウ
ェハの電位は０Ｖとなる。一方，何らかの理由で静電吸着電極とウェハとの間の抵抗値お
よび静電容量値に内外差が生じ，式１でＲｉｎ≠Ｒｏｕｔまたは，式３でＣｉｎ≠Ｃｏｕ

ｔとなった場合，式１または式３よりウェハ１０３の表面の電位は，内側および外側の可
変直流電源の出力電圧値の平均値とならず，Ｖ１＝－Ｖ２場合でもウェハ１０３の表面に
は電位が生じることとなる。
【００６７】
　発明者による実験によれば，抵抗値に内外差が生じる場合としては，以下のようなこと
が考えられる。
【００６８】
　例えば，試料台の温度を内側と外側とで異なるように制御している場合は，その温度差
から，電極上の誘電体膜の抵抗値に内外差が発生する。また，例えば，電極上の誘電体膜
や，ウェハ裏面の膜の抵抗値に，流れる電流の向きの依存性がある場合は，内側と外側で
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は電極とウェハ間を流れる電流の向きが逆向きになるため，抵抗値の内外差が発生する。
静電容量値に内外差が生じる場合としては，電極の面積が内外で異なる場合や，誘電体層
の厚みが内外で異なる場合などが考えられる。
【００６９】
　上記の様にウェハと静電吸着電極との間のインピーダンスに内外差がある場合はプラズ
マからの荷電粒子流入の影響以外にもウェハを静電吸着電極により吸着することによって
ウェハ表面に電位が発生してしまう。ウェハの表面に電位が発生すると帯電した異物をウ
ェハ上に呼び寄せることとなり，異物のウェハ付着が増加するおそれがある。帯電した異
物のウェハ付着を防ぐためには，ウェハと静電吸着電極との間のインピーダンスの内外差
を考慮して，静電吸着電極用の可変直流電源の出力電圧を決定することが求められる。こ
のため，Ｒｉｎ≠Ｒｏｕｔの場合の例について以下，説明する。
【実施例２】
【００７０】
本実施例では，実施例１とは異なる構成の部分について説明する。図１３には，Ｒｉｎ≠
Ｒｏｕｔの場合にＶ１＝－Ｖ２とした処理のタイムチャートを示す。まず，時刻ｔ０にお
いて両可変直流電源が電圧を出力することによりウェハは試料台上に吸着されるが，その
際，回路の時定数に応じた時間でウェハ表面電位は式１により決まる電位に移行していく
。時刻ｔ１において，マイクロ波が処理室内に入射されてプラズマが生成されるが，この
プラズマの生成に伴うウェハへの荷電粒子の流入によって，ウェハはプラズマの浮遊電位
と同電位となる。
【００７１】
　その後，実施例１にて説明したように時刻ｔａにおける内側および外側の可変直流電源
の出力電圧の負方向へのシフトと時刻ｔ２におけるマイクロ波電力の遮断と時刻ｔｂにお
ける内側および外側の可変直流電源の出力電圧の正方向へのシフトが実施される。時刻ｔ

ｂ直後においては，ウェハの表面電位は０Ｖとなるが，その後，ウェハの表面電位は式１
により決定される電位に時間をかけて移行する。上記のように，Ｒｉｎ≠Ｒｏｕｔの場合
，吸着時の可変直流電源の出力電圧をＶ１＝―Ｖ２とすると，プラズマ放電が実施されて
いない場合にウェハ表面に電位が発生し，その電位がウェハ上に異物を引き寄せる原因と
なり得る。
【００７２】
　図１４に本実施例に係る処理のタイムチャートを示す。本実施例においては，可変直流
電源の出力電圧を制御する制御装置１１６は，時刻ｔ０において内側および外側の可変直
流電源の出力電圧値Ｖａ，Ｖｂが式２のＶ１およびＶ２となるように可変直流電源の出力
電圧を制御する。例えば，式２においてＲｉｎ＝６ＭΩ，Ｒｏｕｔ＝４ＭΩである場合に
はＶａ＝＋６００Ｖ，Ｖｂ＝－４００Ｖとすればよい。このように式２を満たすように可
変直流電源の出力電圧を制御して吸着を開始することで，図１４（ｄ）に示すようにプラ
ズマ処理開始前のウェハ表面電位を小さくすることが出来る。
【００７３】
　制御装置１１６は，時刻ｔ１においてプラズマ放電の開始としてマイクロ波電源１０６
から出力開始の信号を検知するが，その後，制御装置１１６は，式５を満たす任意のタイ
ミングｔａにて可変直流電源の出力電圧を負方向にＶｓｈｉｆｔ分シフトさせる。例えば
，Ｖｓｈｉｆｔが１５Ｖであれば，図１４のＶｃは＋５８５Ｖ，Ｖｄは－４１５Ｖとなる
。その後，該制御装置１１６は，時刻ｔ２においてマイクロ波電源１０６から出力遮断の
信号を検知し，Ｔａｆｔに対応する時刻ｔｂにおいて可変直流電源の出力電圧を正方向に
Ｖｓｈｉｆｔ分シフトさせる。例えば，図１４の時刻ｔｂは時刻ｔ２の０．１ｓｅｃ後で
あり，Ｖｅは＋６００Ｖに，Ｖｆは－４００Ｖになる。
【００７４】
　上述のように式２に従いＶ１≠Ｖ２で吸着を行うことによって，Ｒｉｎ≠Ｒｏｕｔの場
合において静電吸着電極によりウェハを吸着することにより発生するウェハ表面の電位を
抑制できる。なお，各時刻における可変直流電源の出力電圧の決定方法は上述の方法に限
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定されず，図２に示す等価回路中のインピーダンスの値に応じて様々に変化させてよい。
例えば，回路の時定数が数十秒に及ぶほど長く，ＣｉｎとＣｏｕｔとに大きな差がある場
合は時刻ｔ０からｔ１の間において抵抗値の内外差による効果よりも静電容量値の内外差
による効果のほうが大きくなる場合がある。上記のような場合には，静電容量による内外
差の影響を打ち消すために，時刻ｔ０において制御装置１１６は，内側および外側の可変
直流電源の出力電圧値が式４のＶ１およびＶ２を満たすように制御を行い，時刻ｔ１以降
に図１４に記載のタイムチャートに沿った制御を行ってもよい。
【００７５】
　また，例えば，回路の時定数が正確に把握できている場合には，時刻ｔ０において制御
装置１１６は，内側および外側の可変直流電源の出力電圧を式４のＶ１およびＶ２を満た
すように制御し，その後，ウェハ表面電位の式３にて表記される電位への移行を抑制する
ように，時刻ｔ０からｔ１の間において，ゆるやかに内側および外側の可変直流電源の出
力電圧を変化させる制御を行ってもよい。
【００７６】
　以上の例に限らず，可変直流電源の出力電圧の変化の量およびタイミングは本発明の要
旨を逸脱しない範囲で種々に変更可能である。また，本実施例によりプラズマによって発
生するウェハ表面の電位をプラズマ放電の中断中に打ち消し，ウェハへの帯電した異物の
付着を低減できる。
【００７７】
　次に実施例１および２と異なる他の実施形態について以下，説明する。
【実施例３】
【００７８】
図１５を用いて本実施例に係るプラズマ処理装置について説明する。また，本実施例では
，実施例１および２と異なる構成の部分について説明する。図１５は，本実施例にかかる
プラズマ処理装置の要部断面の構成を示す。図１５のプラズマ処理装置もＥＣＲ型エッチ
ング装置であるが，ＥＣＲ型エッチング装置に限らず他のプラズマ源のエッチング装置に
も本実施例は，適用可能である。
【００７９】
　本実施例に係るプラズマ処理装置は，実施例１および２の構成要素に加え，プラズマに
よる発光検出手段１５０１とイオン電流計測手段１５０２と浮遊電位計測手段１５０３と
可変直流電源の出力電圧の制御を行う制御装置１５０４とを備える。プラズマによる発光
検出手段１５０１は，例えば，ファイバーおよび光電子増倍管などのセンサーの組み合わ
せであり，発光を検出することでプラズマの生成および消失（終了）を検知することが出
来る。
【００８０】
　また，イオン電流計測手段１５０２は，例えば，十分負極性の電位が印加された導体探
針および電流計の組み合わせであり，プラズマからのイオンの流入による電流を検出する
ことにより真空処理室内に存在する荷電粒子の存在を検知することが出来る。さらに浮遊
電位計測手段１５０３は，例えば，プラズマの浮遊電位を計測するための導体探針と高抵
抗素子の組み合わせであり，プラズマの浮遊電位を計測することで，Ｖｓｈｉｆｔの量を
決定することが可能となる。
【００８１】
　制御装置１５０４は，制御装置１１６の代わりに設けられ，発光検出手段１５０１また
はイオン電流検出手段１５０２にて検出されたプラズマの生成およびプラズマの消失を以
って時刻ｔ１，ｔ２を決定し，浮遊電位計測手段によって計測されたプラズマの浮遊電位
をＶｓｈｉｆｔとして可変直流電源の出力電圧の制御を行う制御装置である。プラズマの
発光検出手段１５０１またはイオン電流計測手段１５０２を用いてプラズマ放電の開始，
終了を検知することによりマイクロ波の電源出力を用いた制御とは異なって確実にプラズ
マの生成および消失を把握することが出来る。
【００８２】
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　そのため，本実施例においては，プラズマの発光検出手段１５０１またはイオン電流計
測手段１５０２にて検知された放電終了から可変直流電源の出力電圧の正方向へのシフト
を開始するまでの時間であるＴａｆｔは０ｓｅｃでよい。また，浮遊電位計測手段１５０
３を用いてＶｓｈｉｆｔの値を決定することによりプラズマ条件の違いによるわずかな浮
遊電位の変化分に対してもウェハ表面の電位の補正を行うことが可能となり，放電中断中
のウェハ表面電位をより確実に０Ｖに近づけることができる。従って，本実施例によりプ
ラズマによって発生するウェハ表面の電位をプラズマ放電の中断中に打ち消し，ウェハへ
の帯電した異物の付着を低減できる。
【００８３】
　以上，本発明を実施の形態に基づいて具体的に説明したが，本発明は前記各実施の形態
に限定されず，その要旨を逸脱しない範囲で種々に変更可能である。例えば，マイクロ波
電源１０６の出力値をモニタし，記憶装置１１５に記録した値を用いて制御装置１１６に
て可変直流電源の出力電圧を制御するという一連の装置およびその動作を担う役割を図示
していない装置全体を制御する主制御装置（ホストコンピュータ等）へソフトウェアとし
て組み込むことも可能である。
【００８４】
　また，例えば，マイクロ波電源１０６の出力値をモニタし，記憶装置１１５に記録した
値を用いて制御装置１１６にて可変直流電源の出力電圧を制御するという一連の装置およ
びその動作を既存のプラズマ処理装置における処理条件の一つとして設定を行い，プラズ
マ処理方法としての運用を行うことも可能である。
【００８５】
　また，本発明は，ＥＣＲ型プラズマエッチング装置に適用した例で説明したが，本発明
は，誘導性結合型プラズマエッチング装置，容量性結合型プラズマエッチング装置等の他
のプラズマ源のプラズマ処理装置にも適用可能である。
【符号の説明】
【００８６】
１０１…処理室，１０２…試料台，１０３…ウェハ，１０４…高周波電極，１０５…高周
波電源，１０６…マイクロ波電源，１０７…マイクロ波発振源，１０８…ソレノイドコイ
ル，１０９…導波管，１１０…内側の静電吸着電極，１１１…外側の静電吸着電極，１１
２…誘電体層，１１３…内側の可変直流電源，１１４…外側の可変直流電源，１１５…記
憶装置，１１６…制御装置，１５０４…制御装置，１５０１…発光検出手段，１５０２…
イオン電流計測手段，１５０３…浮遊電位計測手段
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